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貧困に対する支援

共通科目から専門科目へ

出題数：７問（うち事例２問程度）⇒6問へ

特徴：①生活保護法の概要 一番出る！

（公的扶助の歴史、8つの扶助、4原理4原則、権利と義
務、福祉事務所、不服申し立て、最近の動向）

②貧困の概念整理

（ラウントリー・ブースの社会調査・タウンゼントの相対的
剥奪）→「社会保障」「現代社会と福祉」

③自立支援プログラム→「現代社会と福祉」「就労支援」

④生活福祉資金貸付制度 よく出る！

⑤生活困窮者自立支援法 よく出る！

出る順に勉強しよう！！

１：基本原理と基本原則

１：扶助の種類と方法

２：福祉事務所 生活保護法

３：保護の実施機関

４：保護の補足性の原理

４：生活福祉資金貸付制度

５：人員別動向 ⇒ 生活保護法

６：生活困窮者自立支援法



2024/7/26

2

生活保護法における出る順！！

１：基本原理と基本原則

１：扶助の種類と方法

２：福祉事務所 同じこと。

３：保護の実施機関

４：保護の補足性の原理

５：人員別動向

権利及び義務、費用負担区分、生活保護基準、保護施設

２６回 ～ 毎年 連続出題

35回、３０回、29回、27回

３０回、28回、２７回

３０回、29回、27回

35回、34回、３０回、27回

３０回・３５回
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８つの扶助毎年 出題！！

高校の学費
第35回

介護保険料

第３１回ー６５－１

生活保護利用の流れ

第３１回ー６６
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第２９回の問題では、第一類と第二類について詳し
く出題されている。
第一類→所在地域区分ごと、性別によらず、年齢別
に。
第二類→世帯人員別、受給期間ではなく地域別。

第２９回
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第２９回

保護の実施機関 35回、34回、33回、32回、３１回、第２９回、２７回、２６回出題

第３０回

第３１回
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生活保護における国の役割

■所管は、厚生労働省 社会・援護局

■ 大臣は、告示により生活保護基準を定める

■ 大臣は、国の開設した医療機関について、指定医
療機関の指定および指定取り消しの権限を有する。

■ 大臣は、都道府県に対して一定の事由があるとき
は、その運営する保護施設の設備もしくは運営の改善、事業の
停止または施設の廃止を命じることができる。

生活保護における都道府県の役割

■ 都道府県は、生活保護の所管部局を設置し、次の事務を行う。

・福祉事務所の設置義務

・市町村に対する事務監査

・社会福祉法人等の運営する保護施設の改善命令、事業の停止、
認可取り消し

・国以外が開設した医療機関について、指定医療機関の指定、指定
取り消し、立ち入り検査

・指定介護機関の指定、立入検査

・審査請求の裁決 など
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生活保護における市／町村の役割

■市（特別区を含む）は、福祉事務所を設置する義務がある。

■生活保護事務は、国から都道府県を通して市への「法定受託
事務」となっている。以前の「機関委任事務」に比べて、地方自
治体の自主性や自立性を高めることになった。

■町村は、任意で福祉事務所を設置することができる。

■町村が福祉事務所を設置しない場合は、都道府県が設置す
る福祉事務所がその事務を行う。

■福祉事務所を設置していない町村の長は、次頁の事項につ
いて義務を負う。

◆福祉事務所を設置していない町村の役割

第３０回、第２９回で出題

①急迫した事由で放置できないときは応急的処置を行う。

②要保護者の発見、被保護者の生計その他の状況の変動を発見

→保護の実施機関や福祉事務所長に通報

③保護の開始、変更の申請を受理したら、保護の実施機関に送付する

こと（申請書の送付）

④保護の実施機関や福祉事務所長の求めに応じ、被保護者に対して

金品を交付する。（保護金品の交付）

⑤保護の実施機関や福祉事務所長の求めに応じ、要保護者に関する

調査を行う。
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福祉事務所の役割と組織
■福祉事務所（社会福祉法第14条「福祉に関する事務所」）

福祉六法を取り扱う機関。

都道府県と市⇒義務設置／町村は任意設置

都道府県福祉事務所 福祉三法（生保、児童、母子及び・・）

市町村福祉事務所 福祉六法（老人、身体、知的・・・）

■所長、査察指導員、現業員、事務員を置かなければならない。

■査察指導員と現業員は社会福祉主事でなければならない。

■現業員の定数は社会福祉法に標準数が規定され、都道府県
および市町村が条例で定める。

社会福祉主事とは？
■社会福祉法第19条

■福祉事務所の社会福祉主事は、生活保護の施行について、

都道府県知事または市町村長の事務の執行を補助するもの

「人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進に熱意がある
者」
①大学、短大等で厚生労働大臣の指定する3科目以上を履修して卒業した者

②都道府県知事の指定する養成機関または講習会の課程を修了した者

③社会福祉士

④厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者

⑤上記①～④に掲げるものと同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労
働省令で定める者
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人員別動向 令和4年度 ２０２万人（保護率１．６２％）

生保からの脱却
がしにくい社会

第３０回で
出題

第３０回で
出題

４６

５１

１４
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人員が多い ≠ 扶助額が多い



2024/7/26

11

第34回、第32回、第２８回、第２６回、
第２４回で出題

３４

第３０回
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費
用
負
担
区
分

生活扶助基準の算定方法

35回
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保護施設を設置できるのは、都道府県、市町村、地方独立行政法人、
社会福祉法人、日本赤十字社

第34回、第２５回で出題

生
活
保
護
の
沿
革

単身の障害者・疾病者・13歳以下の年少者、70歳以上の働けない者
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事例で出題。連続出題。 内容は生保の中身を問う問題である。

第３０回で出題

本人の意思と選択／同意が重要！！
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生活保護受給者等就労自立促進事業

支援対象者：生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住居確保
給付金受給者、自立相談支援事業（生活困窮者自立支援事業）
の支援を受けている者

支援要件：①稼働能力がある者、②就労意欲が一定程度以上あ
る者、③就労するにあたり著しい阻害要件がない者、④事業参加
への同意がある者 ①～④の全てを満たす者。

実施体制：ハローワークと福祉事務所が連携し、支援対象者ごと
に就労支援チームを設置。

ハローワーク（事業担当責任者・就職支援ナビゲーター）

福祉事務所（福祉部門担当コーディネーター）
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高低

都道府県、市、福祉事務所を設置する町村
社会福祉法人やNPOに委託可能
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進学・就職に
関する支援

全世帯の大学進学率
７５．２％

生活保護世帯
３９．９％

ここから先は、
生活保護法以外の低所得者対策だよ！

頭を切り替えて！！
ちゃんと区別してね☆
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生活福祉資金貸付制度

■実施主体は 都道府県社会福祉協議会

■相談・受付は 市町村社会福祉協議会

■対象 低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯など

■要保護世帯の場合は、市町村社協は所管する福祉事務所長
の意見を聞かなければならない。

■低利子または無利子で貸し付ける

■複数の資金の貸付を重複して受けることが可能
※ コロナ禍で飲食業の方など、ニューカマーが

激増したとのことでした。
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生活困窮者自立支援法

2015年4月施行

テキスト１２６P

生活困窮者自立支援法

■目的
生活保護に至る前の自立支援策の強化と
生活困窮者の自立の促進を図る

■「生活困窮者」・・・「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係
性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維
持することができなくなるおそれのある者」

■実施主体
• 都道府県
• 市
• 福祉事務所を設置する町村

２０２５（令和７）年4月～

被保護者であって、その状況に照らして将来的
に保護を必要としなくなることが相当程度見込
まれる者その他厚生労働省令で定める者に該

当すると認められる者
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第３０回

第３１回

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法

２０２５．７～ 努力義務に変更

努める



2024/7/26

22

認定就労訓練所（中間的就労） ■国および地方公
共団体は、受注の増
大を図るように努め
る。

■ 事業所ごとに、
都道府県知事の認
定を受けなければな
らない。

■自立相談支援事業と就労準備支援事業、家計改善支援事業との一体
的実施が促進されている。

■住居確保給付金の支給期間は、原則3か月、最長9か月。家賃相当を
支給。

■就労準備支援事業は、原則1年を超えない期間での有期の訓練を提
供する事業である。

■自立相談支援事業には

３職種を配置するのが基本。

主任相談支援員

相談支援員

就労支援員
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低所得者への住宅政策

■公営住宅（公営住宅法）

・低廉な家賃で賃貸する制度。近隣同種の住宅の家賃以下で
毎年決定される。

・入居者の死亡、退去⇒同居者は事業主体の承認を受けて居
住し続けられる

・病気などの事情で、敷金の減免もある。

生活保護の住宅扶助を利用できる。
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